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　現代の多方面にわたる国際化の進展のなか
で，個別国家の枠内では対応しきれない国際的
人権問題が生じるようになり，同時に，人権保
護が国際関心事項となったために，各国内の人
権保障水準を他国あるいは国際機関やNGOが
注目し批判するようにもなっている。そして，
国際的により実効的な人権保：障システムの構築
が望まれるなかで，ヨーロッパでは，条約加盟
国の増加，ならびに申し立て件数の急増に対応
するヨー一　Pッパ人権条約第ユ1付属議定書が
1998年11月に施行されたことにより，ヨー
ロッパ人権裁判所の制度改革が行われた。
　ヨーロッパ人権条約およびヨーロッパ人権裁
判所の研究は，訳者の主要研究領域であるが，
上記制度改革の全体を概観するだけでも膨大な
資料を訳出する必要があり，本稿はその作業の
一部をなすものである。当該論文は，Alastair
R．Mowbray（Lecturer　in　Law，　University　of
Nottingham）によって，1994年のPublic　Law
の540頁から552頁に掲載されたものであり，
ヨーmヅパ人権条約第1ユ付属議定書に基づい
てできあがった覇しいヨーロヅパ人権裁判所の
特徴や課題等を示している論稿として重要な意
義を有すると思われるものである。その後の対
応や，新しい入権裁判所の梅成や運営状況につ
いては，同じ著者の論文，Alastair　R、　MOw・
bray，‘：The　coMpOsitiOll　and　operation　of　the
new　European　Court　of　Human　Rights”
［1999］Pub］ic　Law　pp．219－231を訳出すると
ともに，そのほかの諸々の資料に基づいたヨー
ロッパ人権条約と人権裁判所の近時のあり方を
全体的に把握する論文を発表する予定である。
なお，当翻訳は，ヨーロッパ人権条約第ユ1付属
議定書およびその説明報告書と対比すると理解
しやすいが，それらについては別稿に譲ること
にする．また，既刊の論稿としては，小畑郁（訳）
「（資料）監督機構を再溝成するヨーロッパ人権
条約の改正議定書および説明報告害」・『金沢法
学』第37巻第1号1995年，江島晶子「ヨーロッ
パにおける人権保障システムの発展一ヨーロッ
パ人権条約第11議定書調印を契機として一」明
治大学短期大学紀要57号1995年，薬師寺公夫
「人権条約の鯉釈・適用紛争と国際裁判一ヨー
ロッパ新人権裁判所への移行一」・杉原高嶺編
『小田滋先生古稀記念祝賀　紛争解決の国際
法』三省堂1997年などを，また，ヨーロッパ人
権条約ならびに第11議定書等の訳文に関して
は，小田滋・石本泰雄編集代表『解説条約i集〈第
8版〉』三省堂1999年や，田畑茂二郎・高林秀
雄編集代表『ベーシック条約集』束信堂1997年，
大沼保昭・藤田久一編集代表『国際条約集2000
年版』有斐閣2000年などを，さらに，各国の国
内法やその憲法原理との関係等に関して，ヨー
ロッパ入権条約をイギリス国内法に編入する
1998年人権法がイギリxの国会主権・法の支配
国際教養学科
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などの惣法原理に影響を及ぼすであろうという
元山健『イギリス慾法の原理一サッチャーとプ
レァの時代の中で皿法律文化社1999年のとくに
「第1章　ユ998年人権法とイギリスの憲法原
理』を参照されたい。
［翻訳］
　昨1993年に明らかになったように，ヨーロッ
パ塞議会の諸加盟国の間で，ヨーロッパ人権条
約に基づいて機能している現行の［訳者注
～工998年までの人権委員会と入権裁判所との］
二元的司法統制機構を単一の常設の裁判所に置
き換えるという，政治的な推進力が確立されつ
つあったω。多数の国々がこの改革を支持する
のを促進するうえで決定的な要因となったの
は，（単一の裁判所の構築という解決法に養成し
た）議員総会の勧告1194の承認であった｛2）。す
でに1993年5月までに，閣僚委員会は，二つに
分かれた司法システムを含むほかの想定可能な
制度改革のタイプよりも，単一の裁判所にする
という案を承認する政治的決定に到達してい
た。しかし，各国がllg－一一の裁判所を容認する代
償は，当該新裁判駈が，例外的な事件の再審理
のためのメカニズムを用意し，その訴訟手続き
に自国の裁判官が闘与する，という要求なので
あった。単一の裁判所が本案の是非に関して第
二の裁判の可能性を提供するというこの普通で
ない要求は，もともとヨー　vaッパ人権条約を取
り決める際にヨーロッパ入権委員会，ヨーPッ
パ人権裁判所，および閣僚委員会のさまざまな
機能に関して種々の妥協が行われたことに類似
した，現代の政治的妥協なのであるe1993年の
夏の間に，関係当局は，修正付属議定書の約85
－〈　一一セソトを起草することができだ31。しかし，
いくつかの國々は，個人の申し立て人が当該新
裁講所を自動的に利用しうる権利をもつことに
なるという提案に反対していた。1993年10月
に開催されたヨーロッパ審議会加盟諸国の国家
元首・政府着脳会合は，とりわけ，単一一一・XSI判所
構築案への支持を再確認し，閣僚委員会に対し
て1994年5月までに修正付属議定書を完成さ
せるように求める内容をもつ，ウィーソ宣雷の
発麦という成果をもたらしたC4）。
　1994年の春まで，イギリス政府部内は，ヨー
ロッパとイギリスとのさまざまな関係に関連す
る非常に多くの問題と同様に，新しい人権裁判
所を個人が利用しうる権利でしかも［訳者注
～加盟国が個人の裁判所利用権の留保を選択で
きない強制管轄権であるという点で］各締約国
にとって強制的である権利を支持する（Mr
Hurdをリーダーとする）閣僚たちと、この権利
に反文寸する（Mr　Howardをリーダーとする）
閣僚たちとに分かれていたC5｝。結局，内閣は個人
が人権裁判所を利用しうる強制管轄権を承認
し，第11議定書は1994年5月に署名のために
開放されることになったのであるe
　第11議定書採択への背景をこのように概観
したので，今やこの重要な議定書本文の内容を
考察することができるCG｝。この議定書は，本質的
には制度の改革に関係するものであり，それゆ
え条約（ならびにすでに発効している諸々の付
属議定書）に規定された実体的な諸権利の範囲
を変更するものではない。それにもかかわらず，
第11議定書第2条は，とりわけ条約に含まれる
諸権利に追加される見出しを定めている。例え
ば，その第5条は，「自由および安全の権利」と
いう見出しが付されることになる予定である。
この変更の目的は，（例えば国際法律家協会のよ
うな）非政府組織が一貫して主張してきたよう
に，条約本文をより容易に理解しうるようにす
ることであるc7｝。これらの見出しは，いかなる法
的効果も有するものではないCS｝。本稿の残りの
部分は，新しい人権裁判所の主要な特徴，事件
を処理するための手続き，および，人権委員会
ならびに現行の人権裁判所の清算のための移行
調整措置に焦点を当てることになる。
注1　See　A．　R．　Mowbray，“Reform“ofl　the
　control　system　of　the　European　Convention
　on　Human　Rights”［1993］Public、　Law．　P．
　419at　426．［訳者注～この「n－mッバ人権
　条約の司法統制機構の改革」論文の8行目以
　下によれば，Drzernczewski　hl，「1992年末
　までに約12力魍が単一の常設の裁判所をつ
　くるという考えを支持した」と述べ，また，
　ガーデnアγ誌が，「オラγダとスウェーデソ
　が2段階の提案を行なった結果，大多数の加
　盟国がいまや監督機関をもつ単一の裁判シス
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　テムの構築に賛意を表明している」とのレ
　ポートを掲載した。］
注2　See　the　Vogel　Report　on　Draft　Proto－
　col　11，　Parliamentary　Assembly：Doc．
　6983（1994），para．1．6．［訳者注～議員総会
　による第11議定書草案についての当該レ
　ポートについてes　，次の資料も参照。15
　Human　Rights　Law　Jeurna1，1994，　PP．72－
74．］
注3　See　A．　Drzemczewski，“A　full－time
　European　court　of　HurnanL　R｛ghts　in　Stras－
　bourg”　（1993）　New　Law　journal，　p．1488，
注4　　ibid」P．1489．
注5　‘‘Britain　Lags　in　Europa”The　Times，
　February　22，1994　and‘‘Howard　bars　Euro
justlce　access”The　Independent，　March
　18，　1994．
注6　Protocol　No．11　To　The　Convention
　For　The　Protection　of　Human　R｛ghts　And
　Fundamental　Freedoms，　Restrttcturing　The
　Control　Machillery　Established　Thereby，
　Council　of　Europe，　Doc．　H（94）　5　aIso
　published　in　17　E．　H．　R．　R．501（1994）．
注7　しかし，さまざまな知識素養が現行の人
　権裁判所の法理論・法律学において増旅しつ
　つあるが（例えば，条約第3条における証拠
　の評｛蕗に関して，諸々の申し立ては，Tomasi
　v．France　15　E．　H．　R．　R．1（1992）がKlaas
　v．Germany　｛訳者注～判例シリーズの］A
　269（ig93）と比較されているのを見ることが
　できる），そのことによって，入々が，条約本
　文の簡単な閲読により，条約の適用可能性を
　効果的に理解できるようになるのかどうかに
　ついては，なお議論がある。
注8　Explanatory　Report　to　Protocol　11，
　para、114．
　新しい入権裁判所の性質
　第19条｛§｝は，漸しい常設のヨーロッパ人擢裁
判所を創設するものである。新しい入権裁講所
は，現在の入縫裁戦所と同じ名称ではあるけれ
ども，それは，新しい機能，権限，および：溝造
をもった，まったく異なる組織体である。条約
の各締約國について，それぞれ一人の裁響官が
議員総会によって選出されることになるCl°）。原
剣的に，同一国籍の裁判官は，二人より多くな
ることはないUl｝。裁判官は，6年の任期で任に
就き，再任されることができるU2J。これは，現
在の人権裁判所の裁判官が9年の任期をもつの
と対照的であろう。議員総会は，新しい人権裁
判庸の裁判宮の任期を，再任なしの9年とする
ことに賛成の結論を示したのであるが，この提
案は承認されなかった。各締約国がより短い裁
判宮の任期を望んでいるということは，おそら
く，新しい人権裁判所に対する各国の慎重な態
度を示すものであろう。過度の政治活動家や他
国への内政干渉論者と見なされた裁臓官は，次
の任期については指名されないものと推定され
る。また，裁判官は，70歳に達したならば退職
しなければならない（13）。この年齢調限は，常設
の新裁判所の裁判官が直面するであろう仕事量
を根拠に正当化されている｛14）。ただ，70歳定年
制は，顛際的裁判所では例外的であり，かっ，
新しい人権裁判所から経験豊富な裁判官を奪っ
てしまうことになろうと鮨摘して，現在の人権
裁判所がこの規定を厳しく批胸していること
は，驚くには当たらないのである。
　新しい人権裁半彗所にとっての組織上の革新と
いうべきものは，第25条が「裁判所は，法律事
務官が補佐する」と規定していることに示され
ている。各裁半棺自らhS当該職務の候補者を推
薦するものとすると提議されており，形式釣な
要件は，ただtその法緯事i務官が，「裁判官によっ
て割り当てられる義務を実行するために必要な
適格性と実務経験を有する」というだけにすぎ
ない㈹。この議定書の：初期の草案は，ある一人
の裁戦官と，事件簿作成に従蛮する定期契約に
基づいて任命されることになる当該裁判官の
「司法調査官」との闘での，非常に密接な作業
関係が予想されていると，述べていた。しかし，
入糎委員会は，それぞれの裁判宮が飼人的な法
律事務官を任命するという考え方に反対した。
それは，通常は，当該法穣事務官が各裁半嬉自
身の国の法文化から引き出されることになるか
らであるe人権委員会は，締約諸濁内に存在し
ているさまざまな言語や法体系の多様性を反映
する法務助手要員のたまり場衡の創設に賛成し
ていたのである。そして，そのたまり場燐にい
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る法務助手要鼓から，ある裁判官が諸々の佃房暮
的，1「件に関して特定の助力を引き出し得るもの
としたのである。まさに裁判官と法隷事務官と
の明確な関係は，新しい人権裁判所の規則が起
草されるときに定義されなけれ，ばならカ：いこと
になろう。しかし，これまでの歴史を見れば，
法律事務官たちが，予備調査の際や，最終段階
の法廷で多数の裁判官のために判決起案をする
際に，しばしば，影響力をもつ重要人物となる
傾向にあったことは明らかなのであるc1G）。
　閣僚委員会が，新しい人権裁判所の基本的特
徴を定義した際に，議定哲草案の作成に責任を
もつ専門家委員会に，想定可能な裁判所補佐官
の役割と機能とを検討するように指示した。
ヨーロッパ司法裁判所において，裁判所補佐官
は，訴訟手続きの口頭審理の最終段階で，特定
の事件におけるヨーロヅパ共同体法の意味に関
して，自らの見解を述べるものとされている。
このような役割は，EC裁判所の第1審判決で
のその役割と比較検討されてきたものであ
るc17）。それに反して，改革後の人権条約体系の
もとでは，裁判所補佐官は，例えば友好的鯉決
の監視のような，人権委員会が現在担当してい
る機能のうちのいくつかを遂行しうることにな
ると提案されたのであるc18）。しかし，第11議定
響の起草の過程で，専門家委員会は，裁判所補
佐官を新設するという考えを推し進めないこと
を決定した。人権委員会を含むいくつかの協議
機関は，このような制度は訴訟手続きを流線型
的に能率化するという目的を減じることになる
と信じたように見える。したがって，新しい人
権裁判所は，このようなタイプの職員によって
補佐されることにはならないであろう。　新し
い人権裁判所は，多くの異なる構成組織を通じ
て機能することになる。例えば，人権裁判所の
所長の選出や裁判所規則の採択などの，手続き
や運営に関する諸事項は，裁判官全員で構成さ
れる裁判官全体会議によって処理されるue｝。し
かし，当該機関は，何ら司法上の機能は行なわ
ないことになろう。それは，このように大人数
の裁判官の集合体では，効率的に事件を決定す
るのは困難であろうと考えられるからであ
るt20］。大法廷は，17人の裁判官から構成され（2η，
小法廷によって大法廷に対して移管された事
件C22），あるいは，再審理のために大法廷に付託
された事件C23）　？4ついて決定を行なう。大法廷と
いう17人の裁判官からなる裁判所は，効果的な
意思決定をなしうる適切な規模のものであると
考えられると同時に，人権条約によって律せら
れたさまざまな異なる法体系から引き出される
パラソスのとれた構成員を提供しうるものと考
えられるのである。裁判官全体会議によって期
間を定めて任命された7人の裁判官からなる小
法廷倒は，新しい人権裁判所に提訴された大多
数の事件の本案について決定を行なう。さらに，
小法廷は，期間を定めて，全員一致の決定で個
人の申し立てを受理できないと宣言する権限を
与えられた，3人の裁半棺からなる小委員会を
設置することができる（z5）。
注9　以下では，（条約の新しい第2節を含む）
　第11議定書によって修正されたものとして，
　条約の諸条文に対して引用がなされることに
　注意。
注10　現在の戴判所は，ヨーPッパ審議会の各
　加盟国についてそれぞれ一人の裁判官をもっ
　ている。しかし，実際には，ヨーロッパ審議
　会の加盟国は，いま，審議会加盟後短期間の
　うちに人権条約の締約国になる政治的義務の
　下におかれているので，裁判官の総数にはほ
　とんど変化はないことになる。
注11Explanatery　Repert，　para．59．現在
　は，人権条約rg　38条の下で，いかなる二人の
　裁判官も，同一の国籍をもつことはできない。
　その結果，時には，［訳者注～リヒテソシュタ
　インやVルタやキプロスなどのように］わず
　かな人口しかなく，したがって，人権裁判所
　の裁判官に任命されるのに必要な資格を有す
　る国民を見つけることができない加盟国は，
　著名な非ヨーロヅパ人の裁判官（例えばマク
　ドナルド裁判官）を，「自国」配当の裁判官と
　して指名するということを余儀なぐされてぎ
　たのである。この二人の同一国籍裁判官の禁
　止という障害を除去することによって，第11
　議定書は，小国が，より人口の多いヨーロッ
　パ人権条約締約国の［訳者注～当該国の裁判
　官として振名された人とは別の］二人目の国
　民を，「自国の裁判官」として指名することを
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　可能にしたのである。
注12Article　23．
注13　議員総会の1977年の勧告809における
　注釈は，諸国家に，70歳を越える裁判官候補
　老を指名しないことを求め，現裁判所の裁判
　官が75歳に達したならば退職すべきである
　と提案した。
注14Explanatory　Report，　para．63．
注15Explanatory　Report，　para．67．
注16L．　Neville　Brown　in　The　Court　of
　Justice　of　the　European　Communities（3　rd
　ed．，1989）PP．17－18は，各裁判官に付される
　3入の法律事務官のことを，各裁判官と密接
　な個人的関係を有し，かつ当該裁判官が直面
　している重い仕事量のためにますます面倒な
　専門的職務をi委託されつつある「重要人物」
　になっていると，記している。アメリカ合衆
　国の連邦最高裁判所裁判官は，前世紀［訳者
　注～19世紀］末以降，ずっと，法的な助力を
　提供するための法律調査官を任命してきた。
　今日では，例えば，8人の連邦最高裁判所裁
　判官が，いわゆる「法律調査官のたまり揚所」
　［訳者注～原語はthe‘Ccert　pool”］　ltこおい
　て，ある一人の法律調査官がサーシオレイラ
　イを求めるおのおのの訴状の要約を書くため
　にいかにして任命されるか，の調整にあず
　かっている。なお，その要約は，その後，そ
　れらの諸々の裁判官にまって，司法審査を行
　うかどうかを決定するのに用いられることに
　なる。See　T．　H．　Norris，“The　Judicial
　Clerkship　Selection　Process’｝，81　CaL　L．　R．
　765　atp．771　（1993）．
注17S．　WeatherilI　and　P．　Beaumont，　EC
　Law（1993）．
注18　See　H．　Petzold　and　J．　Sharpe，‘‘Profile
　of　the　future　European　Court　of　Human
　Rights”P．　479　in　F．　Matscher　and　H．　Pet－
　zold　（eds．），　Protectirlg　Human　Rights：
　The　European　Dimension（1988）．
注19　Article　26．
tli　202000年までに，新しい人権裁判所にme　e＃t’
　れる裁判官を指名する資格を有する締約国の
　数が，35から40にのぼることになるものと
　予想されている：Explanatory　Report，
　para　20．
注21Article　27（1）．
注22　Article　30．
注23　Article　43．
注24Artlcle　26（b）and　27①．
注251Article　27｛1）and　28．
　新しい人権裁判所による事件の取り扱い
　大法廷は，閣僚委員会の要請に基づいて勧告
的意見を与えることに関して，現行の人権裁判
所の権限を引き継ぐことになる｛26）。しかし，こ
の権限は，現行の諸々の取り決めのもとでこれ
まで一度も発動されたことはなかった。なぜな
ら，メリルズ教授が説明しているように，「人権
裁判所は，非常に限定的に定められた勧告的権
限しかもっていないので，その権限の範囲内に
該当するような解釈上重要な問題がなにかあっ
たとしても，それについて考えることが困難と
なっているjC27）からである。第11議定書は，勧
告的意見に関する新しい人権裁判所の管轄権を
拡張しているわけではないC2S）。したがって，こ
の機能については，新しい人権裁判所はいくぶ
んか時間を費やすことがあるかもしれないが，
それほど多くの時間が費やされることになると
は思われないのである。
　争いのある事件の処理が新しい人権裁判所の
主要な活動となるのは，疑いないことであろう。
さらに，過去40年以上の人権条約の歴史に鑑み
れば，個入によってもたらされる訴えが今後も
主要な事例のタイブとなるであろうことが示さ
れており，したがって，ここでもまずそれらの
訴訟手続きを吟味検討することから始めること
にする。
注26　Ar亡ic】e　31（b）and　47．
注27　A．H． Robertson　and　J．　G．　Merrills，
　HumanRights　i1ユEurope，（3　rd　ed．，ユ993）P．
　3ユ9．
注2 それゆえ，新しい人権裁判所は，とりわ
　けヨーPッパ人権条約第1節において保障さ
　れている実体的諸権利に関するいかなる疑問
　も取り扱うことはできない。
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　個人の申し立て
　第11議定君の大きな成果は，第1に，個人‘2e）
が，人権条約に規定された権利を，ある締約国
によって侵害されたと主張する場合に，当該侵
害に関して，ヨーロッパ人権裁判所に直接訴え
ることのできる，［訳者注～各締約国にとって留
保しえない強制管轄権としての］強制的な権利
を有することになるという点であるC3e）。これ
は，1gq8年のヨーロッパ会議によって最初に追
求されていた重要な制度的発展なのである。し
かし，すでに見てきたようee　，昨93年におい
てでさえ，依然として，それは，締約国の間で，
政治的に論議の的になった争点であったのであ
る。
　新しい訴訟手続きの最初の段階は，申し立て
の付託と，それに続く新しい人権裁判所による
事件簿への登録である。この業務は，人権裁判
所の醤記局によって担当されることになる。書
記局の明確な機能や組織構成に関しては，新し
い人権裁判所が，裁判所規則において入念に作
成することをまかされているc31，。これらの活動
はまさに裁判所の型通りの管理運営事項である
ように思われようが，実際には，それらは，将
来の申し立て人にとっては非常に重要なことに
なるのであり，また一定の論評者の立場から見
れば潜在的に議論の余地のある事項なのであ
るeなぜなら，登録局のそうした諸機能は，現
在の人権委員会の同様の諸活動をモデルとした
ものであることが予想されるからである（32）。現
在の人権委員会の審務局は，個人とあらかじめ
予備的な連絡を行なって，明らかに取り上げら
れる見込みのない申し立てが正式に登録される
ことを抑制しているのであり，それによってみ
な常勤ではない人権委員たちの仕蟻量を減らし
ているのであるc33）。事務局における上級法務官
は，申し立て人たちに利益をもたらすからと
いって（例えば，人権委員会によって正式に決
定が行われるには非常に時間がかかるものなの
であるが，この揚合には申し立て人たちは関連
部局からすぐに返答を受け取ることになる），ま
た，人権委員会にも利益をもたらすからといっ
て（例えぽ，もし訴えが正式に登録される段階
に到達すれぽ，それらの訴えは，十分に支援し
てくれるような証拠調査書類を完全に用意して．
もらえることになる），このアブP－一チを正当化
してきたのである｛34）。しかし，、ヴァソ・ダイク
教授とヴァソ・ホフ教授は，「ストラスプール［訳
者注一’－r人権裁判所］の訴訟手続きのすべてが，
できる限り‘申し立て人にとって親切であるべ
きであり，また，将来の申し立て人を抑制して
しまうことではなく，援助することが，事務局
の仕事なのである」㈹との理由で，明らかに弱
い立場にある申し立てをこのように運営面から
抑制してしまうような方策について，不賛成だ
としているのである。
　いったん申し立てが正式に登録されれぽ，報
告裁判官が小法廷により任命され，事件の準備，
事件の受理可能性の決定，および，適当な場合
には争訟の友好的解決の調整取り決めなどを，
監督することになるく36）e報告裁判官のこれらの
職務のうちの多くは，入権委員会によって審理
されているおのおのの事件のために，報告者と
して活動を行うための権限を割り当てられた人
権委員によって現在遂行されている諸々の職務
と同様のものになるであろう〔3η。
　訴訟手続きにおける次の段階は，申し立ての
受理可能性を正式に決定することである。歴史
的に見れば，登録された申し立てのうちの，非
常にわずかな割合のものしか，人権委員会に
　　　　　　　　　　　　　　　　ウよって受理可能と宣言されてはこなかったので
あるC3S）。申し立て人がこの障害を乗り越えよう
とするうえでの困難さは，新しい人権裁判所を
創設することによっても減少することはないで
あろう。なぜならぽ，現在の受理可能性決定の
基準が，第11議定書によっても維持されている
からである〔39）。1990年以降の人権委員会の慣行
に従って，新しい人権裁判所は，明らかに受理
できない申し立てを，小委員会に付託すること
ができる。この小委員会は，3人の裁判官から
構成され，全員一致で，申し立てを受理できな
いと宣言する権限を有する（4°）。この手続きは，
受理可能性についての決定の多くを略式で処理
するという効率的な方法を提供するものであ
るc41｝。そして，残りの事件は，小法廷によって
受理可能性を決定してもらうことになる。関係
当事国の国籍裁判官は，常に小法廷の職権によ
る裁判官メソバーとなる。通常，小法廷は，あ
る凄件の受理可能性と申し立ての本案に関し
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て，個別的に決定を行なうことになろうc42）。
　小法廷は，当事者からの書面の陳述により，
そして，必要な場合には，人権裁判所が引き受
ける調査を通じて，察件の事実の確定に努める
ことになる。この機能を遂行する場合に，新し
い人権裁判所は，現在の人権委員会の蓄積され
た経験から多くのことを学ばなければならない
であろう。事実が複雑で議論の余地のある問題
に直面した場合には，現在の人権委員会は，真
実を発見するために、さまざまな職権主義的な
調査の技術を採用してきたC43）。さらに，第11議
定書は，このような調査のために，「すべての必
要な便宜」を供与するための義務を各国に課し
ている糊。小法廷は，また，口頭審理を行なう
ことができ，そこにおいて，各当事者は，事実
および法律についての諸事項に関する陳述をな
しうることになる。こうした口頭審理は，通常
は公開で行なわれる㈹。
　次の訴訟手続き段階は，関係当事者たちが訴
えの「友好的解決」に到達するために，裁判部
が当事者にその便宜を提供することであ
る㈹。最近は，人権委員会は，友好的解決によっ
てその受理した事件のうちの約15パーセソト
を解決してきている（“7）。したがって，この調停
方式は，第11議定書でも維持されており，その
説明報告書ではそれは「非常に有用なもの」で
あると述べられているC‘LS）。諸裁判官と人権裁判
所の双方または一方がこのような交渉手続きに
まきこまれるようになっていることについて，
それが適切であるか否かに関してはt論評者と，
訴訟手続きの関係者の間で，見解がわかれてい
る（49｝。現行の手続ぎのもとでは，人権委員会の
事務局長は，通常，関係当事者間の仲裁者とし
て行動することによって，そして適当な場合に
は解決を提案しさえすることによって，主導的
な役割を果たしている。同じような役割は，新
しい人権裁判所の書記局によって引き受けられ
ることになるであろうし，書記局は，裁判官た
ちが関係当菓者間の言い争いからある程度離れ
た立場を維持することを手助けすることになる
ものと思われる。ただし，裁判官たちが，友婦
的解決の交渉の実質にまきこまれるようになる
かもしれないと予想されてはいるが（50）。また，
友好的解決は人権についての訴えの解決におい
て結局「非法律的要素」になる，と考える解説
者もいるCSI）。一方，人権委員会の事務局長およ
び委員長は，次のように記述している。すなわ
ち，「友好的解決は，司法過程の一部である．終
局的判決と同様に，それは，当事者間の争いを
終了させるのであるが，しかし，そのような終
局的判決とは異なり，それは，勝者も敗者も残
さない。通常は，当事者双方が，解決の結果と
して何かを獲得したということになろう。・…
友好的解決が，しばしば法律上の争いのうちの
最も満足の行く終結であるというのは，おそら
くそうした理由によるものなのである」とC52｝。
　以上のような，合意による解決に到達した場
合の諸当事者の利益，および新しい人権裁判所
が直面するものと予想される仕事量に対する利
益とが結合することは，友好的解決が訴えの解
決において重要な役割を演じ続けるであろうこ
とを意味している。
　友好的解決を達成することが不可能な場合に
は，小法廷はその事件において判決を下すこと
になる。司法機関に当然期待されているように，
諸決定に対してはその理由が付されなければな
らず，また反対意見に関しても規定が定められ
ているC53）。人権条約違反が認定された場合で，
しかも当該被告国の国内法が支払われるぺき十
分な賠償を認めていない場合には，「公正な満
足」と名付けられた，財政的補償の支払いを命
じるための現行の人権裁判所の権限が，新しい
人権裁判所のために維持されている（s4）．訴えの
処理に関して閣僚委員会に残されている唯一の
機能が，新しい人権裁判所によってなされた諸
決定の執行の監視という残余の義務であ
る｛55）。議定書を起草する義務を有する専門家委
員会の委員長によれぽ，小法廷はすべての事件
のうちの約95パーセソトを処理することがで
きるものと期待されている㈹。そして，残りの
少数の例外的な畜件を処理する訴訟手続きが，
以下で分析されることになる。
注29　この場合の個入とは，ひろく，あらゆる
　入（自然人であると法人であるとを問わな
　い），非政府組織，または個人の集団を含むも
　のと定義されている。第34条を参照。
注30（1994年末に発効することになってい
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　る）第9議定書は，訴えられた国がすでに当
　該議定欝を批准している少数の国々のうちの
　ひとつになっている揚合には，人権委員会の
　段階の訴訟手続きを終了した後に，個人が現
　行の人権裁判所による審理をもとめて寮件を
　付託することができるようにしていることに
　注意されたい［訳者注一一旧第44条を改正して
　第9議定1工｝第3条で，旧第25条に基づいて請
　願を行なった者，非政府団体または個人の集
　団にも人権裁判所に事件をイ寸託する権利を認
　めている］。より詳細については，次を参照。
　A，R．　Mowbrayl’‘Procedural　Developments
　and　the　European　Convention　o1ユHuman
　Rights”，［1991〕P．　L．357．
注31　Article　25．
注32　Explanatory　Report，　para，39．
注33　たとえば，1991年の1年間にt人権委員
　会事務局は．，5550件の暫定的事件ファイルを
　公囲した（書信が申し立ての基礎を開示して
　いる場合にそのようなファイルが公開され
　る）が，正式に登録されたのは1648件にすぎ
　ず（これは，個人が，その申し立てに関して，
　人権委員会によって正式に決定してもらうこ
　とを希望していることを明らかにしており，
　また公式の申し立ての方式をすでに満たして
　いる場合に行われる），1992年には，5875件
　の暫定的事件ファイルが公開され，1861件の
　申し立てが正式に登録された。European
　Commission　of　Human　Rights：Survey　of
　Activities　and　Statistics　1992．
注34　See，　E．　Fribergh，“The　Commission
　Secretariat’s　handling　of　provisional　files”，
　P．181in　F．　Matscher　and　H．　Petzold
　（eds．），　Protecting　Human　Rights：The
　European　Dimension（1988）．
注35　P．van　Dij　k　and　G．　J．　H．　van　Hoof，　Theory
　and　Practice　of　the　Europear正Convention
　on　Hurnan　Rights，（2　nd　ed，）P．63（199⑪）．
注36　Explanatory　Report，　para．40　and　43．
注37　See　Mowbray　supra，　n．30，　P．356．
注381955年から1992年までの闘に，人権委
　員会は，21077件の申し立てを登録したが，
　1227件しか受理可能と宣言されなかった：
　supra，　n．33．
注39Article　35．
注40　Article　28．
注41　このような決定に対しては，簡単な理由
　しか与えられないであろうし，小委員会の決
　定を理由とする上訴は存在しない。Explana－
　tory　Report，　para．105　and　Article　28．
注42Article　29（3）：しかし，もし，例えば，
　被告国が事件の受理可能性を争わなければ，
　小法廷は，受理可能性と事件の本案のいずれ
　をも包含する合同決定を作成することができ
　る：see　Explanatory　Report，　para．78．
注43例えば，人権委員会は，ギリシャ事件
　（1969年：Ye rbook　12巻，第2部）の検討
　調査中に，諸々の警察署および拘留施設にお
　いて得られたさまざまな証人たちに質問する
　ために，調査団を派遣した。一方，アイルラ
　ソド対連合ヨ三国事件（1971年：Yearbook　14
　巻，IOO頁）の審理においては，派遣調査団は，
　ノルウ＝イの軍事飛行場という安全を保障し
　た場所で，証人たちが証言するのを聴取した
　のである。
注44Article　38（1）（a）．なお，ヨーロツパ人権
　条約のもともとの第28条とは違って，この第
　38条は，人権裁判所に対して，このような調
　査を行う前に被告国との「諸々の意見の交換」
　に携わることを求めてはいないことに注意。
注45Article　40〔1）．
注46Article　38｛IXb）．
注47例えば，1991年においては31件の友好
　的解決が行なわれ，1992年には32件の友好
的解決手続きが行なわれた：supra，　n．33．
注48　Explanatory　Repor亡，　para，94．
注49S e，　for　example，‘tThe　Neuchatel
Colloquy”，［1987］H、　R．　L．」．　P．192．
注50　説明報告書は，「友好的解決の交渉は，一
　名の裁判官によって『主導』されうる，ある
　いは健進されさえしうるであろう。…小法廷
　の構成員は，訴訟のいかなる段階においても，
　関係当事者が事件を解決しようとするのを援
助しうる」（パラグラフ94），と述べている。
注51　e．g．　van　Dijk　and　van　Hoof，　supra，　n，
　35p．119．
注52　H．C．　Kruger　and　C．　A．　Norgaard，
　‘‘Reflections　concerning　friendly　settlements
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　under　the　E．　C．　H．　R∴，　P．32g　in　F．　Matsv・
　her　and　H，　Petzold　（eds．），　Protecting
　Human　Rights：The　European　Dimension
　（1988）．
注53Article　45．
注54Article　41．
注55　Article　46．
注56　Drzemczewski，　supra，　n・3．
㈲　小法廷からの移管
　事件が条約の解釈に影響を与える重大な問題
を包含している場合，または判決が人権裁判所
の以前の判例と一致しないおそれがある場合に
は，小法廷は，判決を行なう前のいずれの時に
でも，大法廷のために，管轄権を移管すること
ができるcs7｝。この手続きの目的は，（被告国の国
籍裁判官を含む）最も広い構成をもつ司法機関
によって判例法上の重要な事件の迅速な審理を
促進することである、しかし，、この移管の最も
議論の余地のある局面は，事件の一方の当事者
が大法廷に対して紛争を引き渡そうとする小法
廷の希望を妨げることができるということであ
る。人権委員会の多数は，この拒否権に反対し
た。そして，小法廷が，一一方の当事者が移管を
妨げた後，とくに紛争が対立する法解釈の問題
を包含しているならば，事件の処理を続行する
場合に多くの困難を経験するであろうと，人権
委員会の多くは考えたのである。同様に，現在
の人権裁判所は，判例法の一貫性および質を守
るための主要な責任が新しい人権裁判所自体に
かかっていると考えた。また，議員総会は，移
管の決定は適切な小法廷の手にゆだねられるべ
きであると考えた。しかし，諸締約国は，「これ
らの重要な反対意見を無視した。なぜなら1諸
締約国は，おそらく，（以下で考察する）再審理
手続きのもとでの大法廷による2度目の判決の
可能性に引きつがれることになる小法廷による
判決を確保するための権限を諸締約国自身が保
持することを望み，それ噂）え，諸締約国は，自
国に有利になるような判決を企図し確保するた
めの，2回の司法上の機会を得ることを望んだ
からである。
　（b）大法廷での再審理
すでに見たように，例外的な事件の場合の再
審理を求める機会は，各締約国が単一の裁判所
という考えを受け入れることを可能にする政治
的妥協の核心をなすものであった。小法廷が判
決をした日から3ヵ月の期間内に，事件のいず
れの当事者も，終局判決を得るために当該紛争
が大法廷に付託されるよう請求することができ
る｛5B）。大法廷の5人の裁判官から構成される審
査部会は，当該事件が，｛1｝条約の解釈に影響す
る重大な問題または②条約の適用に影響する
重大な問題，または〔3｝一一般的重要性をもつ重大
な争点，を包含する場合には，「その請求を受理
すべきである」CS9）。審査部会は，その決定に対
して理由を付す必要はないC60）。そして，どのよ
うにして審査部会を構成する裁判官が選出され
るのか，あるいは彼らが多数決の決定に到達し
得るかどうか，などについてはなお明らかでは
ない｛61）。再審理が許されることになる上記の3
つの条件は，厳格に解釈されなけれぽならない
ものと，意図されている〔G2）。これらの基準は，
第9議定書に由来するものでありC63），第11議
定書の説明報告書に見られるように公式の精密
な検討にしたがったものである（6‘）。
　再審理の基本的概念は，人権委員会と現：在の
人権裁判所の双方によって異議を唱えられた
が，不成功に終わった。双方の共通の反対意見
は，単一の裁判所が，同一事件の本案に関して
2度の判決を行なうことを求められるというこ
とは，「想像もできない」「異常なことである」
というものであった。このような訴訟手続きは，
単一の裁判所が存在すべきであるという99　11
議定書の基本原理に反するだけではなく，再審
理手続きが，新しい人権裁判所の裁判官の間の
密接で対等の関係に反することにもなるであろ
う。しかし，政治的な要請が，これらの反対意
見をくつがえしたのである。将来世代の諸々の
法研究者が，こうした訴訟手続きを把握する際
には，その先輩たちが現在の講髭督機構の重複
する諸機能を理解する際に経験したのと同じく
らい多くの困難を経験することになることは，
疑いのないところである。
注57A1・ticle　30． 注58　Article　43（1）．
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注59　Article　43②．
i主60　Explanatory　Report，　para．105．
注61　これとは対照的に，第28条は，小法廷の
　小委員会は全員一致の投禁によってのみ個入
　の申し立てを受理でぎないと宣言することが
　できると規定している。
注62　ExplanaLory　Report，　para、99，
注63　See　Mowbray，　supra，　n，30．
注64説明報告書のパラグラフ100によれば，
　「条約の解釈に影響を及ぼす重大な問題が提
　起されることになるのは，人権裁判所によっ
　てはいまだ決定されていない重要性をもつ論
　点が問題となっている場合，あるいは，i当該
　決定が将来の刃事件にとって重要であり，かつ
　人権裁判所の判例法の発展にとって重要であ
　る場合においてである。さらに，闘連する判
決が人権裁判所の従来の覇決と一一一一一致しない場
合には，重大な問題であることがとくに明白
　となりうる」。条約の適用に関して重大な問題
　というのは，「ある判決が国内法または行政上
の実務慣行に実質的な変更を余儀なくさせる
揚合に，問題となりうる」（パラグラフ101）
のであり，また，「一般的重要性を有すると考
えられる重大な争点というのは，実質的な政
治的争点あるいは政策上重要な争点を包含し
　うるものである」（パラグラフ102）e
　国家間争訟
　この類型の事件はわずかしか存在しないけれ
ども，それらの議件は，依然として現在の司法
統制機構が解決するうえで最も問題の多い事件
類型である。これまでは，トムシャット教授が
述ぺたように，以下のようなものであった。す
なわち，「第1に，条約第24条に基づく国家間
争訟の経験は，多くの不透明な様相をもつもの
である。とくに，トルコによるキプロスの軍事
占領に関連して，　トルコに対してキプPスに
よって付託された申し立ては，第32条に基づい
て閣僚委員会に委託されている法的任務とは相
いれない政治的湘解！の意図で閣僚委員会によっ
て処理されたのである」C63）と。
　実際に，前裁判所書記宮は，「……時には，国
家間争訟の申し立ては，まさにその発端から，
致治的一すなわち非法律的一基準によって穽常
に重い負担をかけられるので，司法的決定は，
解決のための最も適切な手段とはならないであ
ろう」との見解を明らかにしたのである｛66）。た
いていの国家間争訟の政治的微妙性を考えれ
ば，初期の第11議定雲草案がすべてのそのよう
な事件に対して大法廷に排他的管轄権を与えて
いたということは，おそらく驚くには当たらな
いのである。しかし，第1ユ議定書の最終的な条
文は，小法廷がこれらの訴訟の受理可能性と本
案とを決定する，と規定しているts7）。上で吟味
検討した移管と再審理という例外的な訴訟手続
きは，また，国家間争訟でも利用可能なもので
ある。事件が「一般的重要性を有する重大な争
点」（fis）を含むという，再審理のための条件は，
とくに国家間の紛争には適切であるように思わ
れる。全体的には，国家間争訟を決定するため
の司法手続きを承認したことに関して，そして
閣僚委員会をまきこむ準司法的手続きを維持し
たいという誘惑に抵抗したことに関しては，条
約の諸締約国は，賞賛されるべきである。
注65　C・Tomuschat，“The　Succe§s　Stery　of
　the　E．　C．　H．　R，－and　a　Few　Dark　Stains”，
　［1992］　Hl．　R．　L．　J．　P．402，
注66　H．Golsong，“On　the　Reform　of　the
　Supervisory　System　of　the　E，　C．　H．　R．”，
　［1992］H，R．　L．J．　P、268
注67　Article　29（2）．しかし，小法廷の小委員
　会は国家間争訟の受理可能性の問題に関して
　は管轄権をもっていないことに注意。
注68　Article　43（2｝and　see　supra，　n．64．
　移行調整措置
　現在の司法統制機講の清算と，薪しい人権裁
判所による交替に関する複雑な調整には，次の
ような2つの基本的な争点が，横たわっている。
第1は，斬しい人権裁判所の綱設のためにはど
の程度の期間が許容されるべきか，という問題
であり，第2は，新しい人権裁判所が機能しは
じめる期日までに解決されていない現在係属中
の諸事件をどのように処理すべきであるか，と
いう問題である。前者に関しては，第11議定書
の準備草案は，ヨーロッパ人権条約のすべての
締約国が当該議定書を批准してから6ヵ月後
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に，新しい人権裁判所が正式に成立するものと
すると，提案していた。しかし，人権委員会は，
新しい人権裁判所が十分に稼働可能となるため
には，これはあまりにも短い期間であると考え
たeしたがって，最終的な条文は，新しい人権
裁判所は，すぺての締約国による批准の1年後
に正式に機能しはじめるものとすると定めてい
る。しかし，裁判官の選任は，新しい人権裁判
所を創設するための他の必要な措置とともに，
すべての批准が行なわれ次第すぐに着手される
ことになるであろう。
　現在係属中の諸事件を処理する最善の方法に
関しては，依然として見解は分かれている。一
連の見解の一方の極には，新しい人権裁判所が
すべての現在係属中の事件を解決する責任を負
うべきであるとする，人権委員会の副委員長の
見解があった㈹。他方の極としては，議員総会
は，新しい人権裁判所は「まっさらな白紙の」
状態ではじまるべきであり，すべての係属中の
事件は，最終的にはこれまでの古い司法統制機
構によって解決されるべきである，と考え
たC71）。これらの異なった見解が存在することを
考慮すれば，第U議定書が，この問題に対して
妥協的解決を組み入れていることは，驚くには
当たらない。しかし，必然的に，これらの調整
措置は，いくぶん手の込んだものとなってい
るσ2｝。新しい人権裁判所が正式に成立する時点
で，それまでに人権委員会によって受理可能と
宣言されていない諸申し立ては，上で説明した
手続きと合致して決定されるように，新しい人
権裁判所に移送されることになるのである。
　申し立てがすでに人権委員会によって受理可
能と宣言されている揚合には，それらの申し立
ては，当該人権委員会の構成員たちによる従来
の手続きのもとで，さらに1年の間継続して取
り扱われることになる。それゆえ，人権委員会
は，新しい人権裁判所が存在するようになって
から1年間は，畜実上，当該新人権裁判所と同
時並立して機能することになる。専門家は，人
権委員会は，この期間内に，すでに受理可能と
宣言されている刃事件を完了させることができる
と考えている（73，。もしそのような事件が人権委
員会が本案の理非に関する報告を作成すること
に帰着するならば，その訴訟手続きのi当事者で
ある締約国，または人権委員会のいずれかが，
その事件を新しい人権裁判所に付託することが
できることになる。大法廷の審査部会は，その
事件が小法廷によって決定されるべきか大法廷
自身によって決定されるべきかについて，最終
的に決あることになる。裁判所に付託されない
事件は，閣僚委員会によって決定されることに
なる。
　従来の人権裁判所に係属中の諸事件は，薪し
い人権裁判所が成立した場合には，その本案の
理非を大法廷によって決定してもらうことにな
る。同様に，閣僚委員会に係属中の事件は，当
該機関により解決されることになる。これらの
複雑な移行調整措置の理論的根拠は，唯一一の裁
判所が第11議定書の発効の前でも後でも合法
的に機能していることを確保することなのであ
る。
注69Article　40f　Protocol　ll．
注70　S．Trechse1，“Transitional　questions
　with　regard　to　the　merger　of　the　European
　Court　and　Commission　of　Human　Rights”，
　in（R　Matscher　and　H．　Petzold　eds．），
　Protecting　Human　Rights：The　European
　Dirnension（1988），　P．639．
注710pini　an　No．178（1994），　para　7．
注72Ar亡icle　50f　Protoco111．
注73　Explanatory　Report，　para．119．
　結論
　第工1議定書の最終的な条文の文言の決定過
程は，国際的な法形成についての魅力的な事例
研究とみなすことができる。多様な参加者のグ
ループ，すなわち，諸々の関係国，諸々の国際
機関（例えぽ議員総会や現存する諸司法統制機
関など），公的専門家や，利害関係を有する圧力
団体等が，それに巻き込まれたからである。条
文に関して多くの詳細な交渉が非公式に行なわ
れたが，閣僚委員会を通じて行動している諸国
家が，諸々の改革の基本的な局面を決定する際
の支配的勢力であったことは明白である。しか
し，他の諸勢力が，諸国家による諸々の改革の
承認を支持する政治的な妥協を脅かすことのな
い選択可能な諸提案を行なった場合には，それ
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らの提案に注意が払われた証拠がいくつか存在
する。それは，例えば，新しい人権裁判所が活
動をはじめるようになるのに必要な期間につい
ての人権委員会の見解などである。この過程の
もう一つの重要な特徴は，提案された諸々の改
革の多くの局面に関して，さまざまな公的専門
叡，および学者・実務家の，いずれの専門家た
ちの間においても，コソセソサスが欠如してい
たことであった（例えぽ，専門家委員会は，単
一の裁判所を飼設するのが基本的に望ましいか
どうかに関して，いつも見解がわかれていたの
であり個，また，論評者たちの間では，人権裁
判所が友好的解決を促進することがふさわしい
かどうかに関して，意見が食い違ってきたので
ある）。
　新しい人権裁判所の創設と活動に関して，多
くの重要な問題が，来るぺき数年のうちに解答
されるべく残されている。第1に，それは，ど
れくらいはやく活動可能になるのであろうか。
1993年のウィーソ宣言は，第11議定書を「でき
るだけはやい期日において」批准するために議
会に提出するよう諸国家に委託した。ひと1つの
非常に楽観的なその願望の表明は，批准は1995
年末までに完了し，新しい人権裁判所は1996年
後半には機能しはじめるであろう，というもの
である｛7S）。しかし，クレメソツは，すべて批准
されるまでにはよくても5年はかかるであろう
と考えている㈹。これまでの経験は，批准には
かなり長期にわたる過程があることを示唆して
いるσ7｝。イギリス政府は，「適当な時期になれ
ぽ」第11議定書を批准することを予定している
というのである｛7S）e第2には，新しい人権裁判
所はどのようなタイプの構成員を有することに
なるのであろうか。（例えば諸事件の受理可能性
を決定することのような）従来の人権委員会の
諸機能についての経験を有するような諸裁判官
と，従来の人権裁判所の諸々の法的技術や法解
釈についての知識を有する諸裁判官と，可能な
かぎりいくぶんかは新しい（そしておそらくは
より若い？）諸構成員との間において，微妙なパ
ラソスがはかられる必要があることは，明白で
ある。第3には，裁判官全体会議によって採択
される裁判所規則の内容はどのようなものにな
るのであろうか。多くの重要t制度的事項およ
び訴訟手続き的事項が，これらの諸規則を通じ
て処理されるために残されているのである。例
えば，議定書は，大法廷のすぺての構成員がど
のようにして選ばれることになるのかについて
も説明していないし（79），また事件の本案の理非
についての裁判所の審理に必然的に伴うことに
なる公開の程度についてas　，説明してはいない
のである。最後に，そして非常に長期にわたる
重要性を有することであるが，rg　11議定書の奥
底に秘められている制度改革が，人権条約に
よって保障されている諸々の実体的な権利の発
展にどのように影響を及ぼすことになるのであ
ろうかC81）。それゆえ，ストラスブールにおける
差し追った機構上の諸変化は，法律専門家たち
にとっても，また人権条約の保護のもとで生活
している数億人もの人々にとっても，ともに非
常に深い意味をもっているのである。
注74　See　Mowbray，　supra，　n．1．
注75　Parliamelltary　Assembly，　supra，　n．7ユ
　at　para．6．
注76L．　Clements，　European　Human
　Rights：Takiiig　A　Case　Under　the　Conven－
　tiOll，（1994），p．11．
　　　　　　　　　　　　　　，注77例えば，第8議定書は，1985年3月に署
　名のために開かれ，1990年1月に発効したの
　である。
注78　Baroness　ChalkerドH、　L．　Deb．　Apri1
　19，1994，coL　90．による。
注79ひとつの可能性として，それぞれの事件
　ごとにくじ引きで選ばれることも考えられ
　る：see　Explanatory　Report　para．37．
注80See　Article　40．
注81　メリルズ教授の法理的概念を採用する
　なら，新しい人権裁判所は，「博愛の自由主義
　に導かれた司法積極主義」に賛同して，前任
　者たる現行の人権裁判所の一艦的傾向を引き
　継ぐのであろうか：see　J．　G　Merrills，　The
　developrnent　of　international　law　by　the
　European　Court　of　Human　Rights，　Ch．
　10　（1988）．
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